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Ｈ２９．１．２３ 

東名古屋医師会 かかりつけ医師不在の場合の訪問診療医師選任システム 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 

民 

（
患
者
・
家
族
） 

病
院
等
医
療
機
関 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

介
護
保
険
専
門
機
関 

東
名
古
屋
医
師
会 

在
宅
医
療
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー 

訪
問
診
療
可
能
な
医
療
機
関 

① かかりつけ医がいる場合は、かかりつけ医に訪問診療対応可否を確認する
よう進言する。 

② かかりつけ医不在、あるいは①で決定まで至らなかった場合、又は他の医
師に訪問診療を希望する場合 

ア ホームページ掲載の訪問診療対応可能医療機関一覧から希望の医療機関
を選出し、直接問合せしてもらう。 

イ アで決定しない場合、又は、選任をセンターに一任する場合は、患者さん
の基本的情報（相談受付票）に基づき、聞き取り調査（面談）を実施する。 

・②－イの場合、医師会で訪問診療医を推薦してほしい旨の依頼
があった場合は、センターは、当該住所地の副会長に相談受付
票を提供し、副会長は近隣数か所（1～3か所）もしくは病態を
勘案して、適当と思われる医療機関数か所提示して、患者さん
に選択してもらう。１か所ずつ受諾の可否を確認する。 

・診療情報提供書を入手する。 

・訪問診療医選任依頼書を送付して、返信してもらう。 

①希望診療所が内定している場合は、診療情報提供書を送信し、
訪問診療受諾の可否を確認する。 

②希望診療所がない場合は、患家所在地の該当支部副会長が支部
医療機関の中から訪問診療受諾医療機関を選別する。 
その場合、選別にあたっては、当該疾患の特殊性を吟味し、偏
りのないように配慮した上で、医学的見地を第一に選別する。 

・上記②に準拠して、患家所在地の該当副会長が対応する。 
・選別にあたっては、当該疾患の特殊性を吟味し、偏りのないよ
うに配慮した上で、医学的見地を第一に選別する。 

・②－イ：訪問診療引き受け可能な医療機関を連絡する。 ・②－イ：訪問診療引き受けの可否について回答 

・訪問診療引き受け可能な医療機関を連絡する。 ・訪問診療引き受けの可否について回答 

・訪問診療引き受けの可否について回答 ・訪問診療引き受け可能な医療機関を連絡する。 

◆問い合わせ先の如何に関わらず、サポートセンターに選任依頼があった場合は、コンダクターは速やかに医師会長に相談内容を添えて報告する。 

 また、その後の経緯についても、最終決定に至るまで報告する。 

◆会長は、副会長から選任に関して相談を受けた場合は、適宜対応する。 



２９．１．２３ 

 

東名古屋医師会在宅医療サポートセンター 訪問診療医師選任システム 

                       

（１）一般市民・町民からの問い合わせに対する対応方法の原則 

①「かかりつけ医がいる」（Ａ医師とする）場合には、まず、Ａ医師に訪問診療対応の

可否を尋ねるように進言する。在宅医療の原因となった疾患が、Ａ医師と専門性が

違うこともあり得るので、Ａ医師が訪問診療を受諾しない場合がある。その時は、

Ａ医師に在宅医療担当医療機関を紹介してもらうよう申し出ることを進言する。 

②「かかりつけ医が不在」あるいは、①で決定までに至らなかった場合は、以下のよ

うにセンターは対応する。 

（ア）センターのホームページを紹介し、閲覧の上、希望医療機関に直接問い合わせし

てもらう。（希望にて、ＦＡＸあるいは郵送対応もする） 

（イ）ホームページの閲覧不可、閲覧しても決定しない、あるいはセンターに選任を一

任希望する場合、現在の病状をまずコンダクターが口頭で聞き出し、緊急性がある

と判断されたら、近くの医療機関にまず受診を勧める。緊急性がなくても、往診レ

ベルの要請であれば、近隣医療機関を紹介する。最終的に訪問診療対象疾患とコン

ダクターが判断した場合は、直接センターへ来所してもらい、病状等の把握のため

に「相談受付票」の項目に基づき、聞き取り調査（面談）を実施する。 

註；面談時に、副会長が選任した在宅医療担当医を後日センターから連絡すること、

担当医の判断によっては、在宅医療の対象とならないこともあること、選任した

担当医に不満があれば、センターに直接連絡可能であることを説明する。 

（ウ）センターはその情報を該当地区副会長に提供し、選任依頼をする。 

（エ）該当地区副会長は、疾患内容から、専門性等を勘案して、複数（１～３か所以内）

の医療機関をセンターに紹介し、その中から、１か所を患者さんに選択してもらう

ようにセンターは患者さんに伝える。 

  註；選択された医療機関が受諾するかどうかはこの時点で不明であることを 

   必ず相手に伝えておくこと。 

（オ）選択された医療機関に対して、センターは「相談受付票」を提出し、訪問診療受

諾の可否を確認する。 

【ケース１】可となれば、その医療機関を患者さんに紹介（連絡先等）し、その後

は、医療機関に対応を一任する。 

【ケース２】不可となれば、残りの２か所から１か所を選択してもらい、同様に繰

り返す。 

【ケース３】さらに不可となれば、最後の１か所を紹介する。 

註；以上で決まらない場合は、センターは「会長」にその旨を報告し、指示を待つ。 



 

（２）病院等の医療機関からの問い合わせに対する対応方法の原則 

①病診連携のみをセンターに委託する場合（依頼医療機関Ａが決まっていて、受諾の

可否確認を病院がセンターに求めて来た場合） 

（ア）診療情報提供書の提出を求め、センターがＡに情報提供して可否を確認する。 

   もし、不可となれば、その旨病院に連絡し、新たに希望医療機関を選出してもら

う。センター一任となれば、コンダクターは、住所地の支部副会長と連携して、副

会長が選出した医療機関に情報提供して訪問診療可否を確認する。 

（イ）最初から、センターに訪問診療受諾医療機関の選出を希望する場合は、（ア）の

センター一任と同様に対応する。 

 

（３）病院以外の医療・介護関連多職種からの問い合わせに対する対応方法の原則 

（ア）「訪問診療医選任依頼書」の提出を求め（依頼書はセンターから返信用封筒付き

で送付する）、 

（イ）センターは患者住所地の支部副会長と連絡を取り、副会長選出の医療機関（１か

所ずつ）に依頼書を送付し、受諾の可否をセンターが確認する。 

 

 

（４）問い合わせ先の如何に関わらず、サポートセンターに選任依頼があった場合は、

コンダクターは速やかに医師会長に相談内容を添えて報告する。 

   また、その後の経緯についても、最終決定に至るまで報告する。 

なお、会長は、副会長から選任に関して相談を受けた場合は、適宜対応する。 



東名古屋医師会在宅医療サポートセンターあて 

平成   年   月   日 

 

所属 

氏名             職種            

訪 問 診 療 医 選 任 依 頼 書 

患者氏名             男 ・ 女        年   月   日生（   歳） 

住 所                        電 話 

傷病名                  

 

経過、現在の状態、治療内容等 

必要と思われる処置 

 IVH管理 ・ 静脈注射 ・ 点滴注射 ・ 導尿 ・ 褥瘡処置 ・ 酸素吸入 ・ 麻薬投与 ・ 経管栄養 

 その他（                                       ） 

 

療養上の留意点 

日常生活動作（ADL）の状況 

 〈移動〉 自立 ・ 一部介助 ・ 全面介助     〈食事〉 自立 ・ 一部介助 ・ 全面介助 

 〈排泄〉 自立 ・ 一部介助 ・ 全面介助     〈入浴〉 自立 ・ 一部介助 ・ 全面介助 

 〈意思の伝達〉 問題なし ・ 少し困難 ・ 困難 ・ 認知症 ・ 徘徊 ・ せん妄 

介護保険   あり［要支援（  ） ・ 要介護（  ）］ ・ なし ・ 申請中（  ／  ） 

ケアマネジャー 所属：          担当者：         連絡先： 

患者・家族の意向（医療機関への要望等） 

 

取扱注意 
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